
 

 

〔参考１〕 

産業連関表の沿革と我が国における作成状況 

 

(1) 産業連関表の沿革 

産業連関表は、米国のノーベル賞受賞経済学者Ｗ．

レオンチェフ博士（1906～1999）が開発したもので

ある。1931年から独力で米国経済を対象とする産業

連関表の作成に着手し、 1936年にその構想を

「Review of Economics and Statistics」の誌上に

発表したのが最初であるとされている。この産業連

関表については、一般的に、Ｌ．ワルラス（1834～

1910）の「一般均衡理論」を現実の国民経済に適用

するとともに、Ｆ．ケネー（1694～1774）の「経済

表」を米国経済について作成しようとする試みであ

ったと評されている。 

レオンチェフの産業連関表による経済分析（産業

連関分析）の手法は、米国政府労働統計局によって

認められ、1941年以降は同局の援助によって発展さ

れることとなった。その後、1944年の米国戦時生産

局計画部において行われた第二次世界大戦後の経済

予測に際して、産業連関分析は、他の分析方法によ

るものと比較して、非常に高い精度を示したことか

ら、その有用性と重要性が広く認められるようにな

った。このことを契機として、米国の各官庁におい

て、産業連関分析の理論の研究が行われることとな

ったほか、世界各国においても作成されるようにな

った。 

(2) 我が国における産業連関表の作成状況 

我が国における全国ベースの産業連関表は、当時

の経済審議庁（後の経済企画庁、現在の内閣府）及

び通商産業省（現在の経済産業省）等が、昭和26年

を対象年次とする試算表をそれぞれ単独で作成した

ことに始まり、その後、昭和30年を対象年次とする

もの以降は、関係府省庁の共同事業として作成して

いる。 

今回の平成27年表は、共同事業によるものとして

は、13回目のものとなる。 

ア 昭和26年（1951年）表 

昭和26年を対象年次として当時の経済審議庁及

び通商産業省が、それぞれ単独で作成し、昭和30

年に試算表として公表した。 

また、農林省（現在の農林水産省）も同時期に

農林部門を中心とする簡易表を作成している。 

しかし、経済審議庁が作成した産業連関表が国

民経済計算に対応した９部門表であったのに対し

て、通商産業省のそれは182部門という詳細な部門

の表であった。両表は、同じように全産業を対象

にしたものではあったが、それぞれの分類、概念

及び推計方法に相違があったため、両表の間には

少なからず計数上の隔たりがみられた。 

これは、両表の作成目的・作成方法が異なって

おりやむを得ない面もあったが、同一年次の経済

を対象としながら、異なった二つの計数が存在す

ることは好ましいことではないとされた。 

このため、行政管理庁（後の総務庁、現在の総

務省）の諮問機関である統計審議会から、整合性

の取れた産業連関表を関係省庁において統一的に

作成することが望ましい旨の答申（昭和30年６月

30日）が行われた。 

イ 昭和30年（1955年）表 

昭和26年表が作成、公表されて以降、経済企画

庁が昭和28年（1953年）表及び昭和30年（1955年）

簡易表を作成し、通商産業省が昭和29年（1954年）

簡易延長表及び昭和30年（1955年）予備表等を作

成するなど、産業連関表が実験段階から実用の段

階へと移行するにつれて、新しい年次を対象とし

て、より精度の高い産業連関表を作成することが

強く要請されることとなった。このような気運は、

前記ア記載の統計審議会答申の趣旨と相まって各

省庁の統一的な予算要求として具体化した。また、

昭和32年３月には、関係省庁による打合せ会議を

開催し、共同で産業連関表を作成するとの方針を

決定した。 

これを受けて、昭和32年度において、行政管理

庁、経済企画庁、農林省、通商産業省及び建設省

（現在の国土交通省）の５省庁と集計、製表を担

当する総理府統計局（後の総務庁統計センター、

現在の独立行政法人統計センターに該当する部署）

を加えた６府省庁の担当者からなる作業部会（現

在の産業連関幹事会に相当）が組織され、部門分

類の設定及び概念・定義、国内生産額等の評価方

法、基礎資料の利用可能性等について検討を行っ

た。その結果を踏まえて、昭和33年４月から本格

的に共同事業体制による作成作業を開始した。 

作業は、昭和33年度及び34年度にわたって行っ

たが、作業の開始に際して、対象年次を昭和30年

とすることとした。これは、 

① 作業が開始された昭和33年当時において、利

用可能な最新の基礎資料の大部分は、昭和30年
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のものであったこと 

② 昭和30年の経済状況が比較的安定したもので

あったこと 

③ 国民所得統計や各種の経済指数の基準年次が

昭和30年となる見込みであったこと 

などによるものである。 

そして、昭和35年６月に一次表を、翌36年６月

には最終表をそれぞれ公表した。 

ウ 昭和35年（1960年）表 

昭和30年表は、関係府省庁の共同作業による最

初の産業連関表となったが、作成当時においては、

その後も継続して作成することは必ずしも考えら

れていなかった。 

しかし、昭和30年表には、国民経済計算の主要

勘定である国民所得統計との整合性、部門分類の

在り方等について、なお改善すべき点があった。

また、その後における技術革新等に伴う産業構造

の変化には著しいものがあり、当時の所得倍増計

画の検討資料等としても必要とされるなどの事情

が生じ、新たな年次の産業連関表の作成が強く要

請されることとなった。 

このような状況を背景として、昭和35年表の作

成に関する統一的な予算要求が認められると同時

に、昭和35年表以降においても、おおむね５年ご

とに関係省庁による共同事業として産業連関表を

作成するという現在のような体制が確立された。 

昭和35年表の作業は、昭和37年度及び38年度の

２か年度にわたる継続事業として実施した。その

際、総理府統計局が担当していた機械による集計

及び製表を通商産業省が受け持つこととなったほ

か、昭和30年表の作成に当たった省庁に加えて、

新たに運輸省（現在の国土交通省）及び労働省

（現在の厚生労働省）が参加し、７省庁の共同事

業体制によって進めることとなった。 

作成に当たっては、昭和30年表の経験を踏まえ、

将来、長期にわたって使用可能な枠組みとなるよ

うにするため、学識経験者及び関係省庁の協力の

下に、詳細な検討を行った。その結果、国民経済

計算とより一層整合性のとれた産業連関表のフレ

ームが作成されることとなった。また、部門分類

及び概念・定義の在り方についても、長期の時系

列比較や国際比較性の面から基本的な改善を加え、

原則として、日本標準産業分類及び国際標準産業

分類に準拠した部門分類を採用することとなった。 

エ 昭和40年（1965年）表 

昭和40年表は、国民経済計算の基準としての体

系が確立された昭和35年表に続くものであり、な

お残された問題について改善を図ったほかは、時

系列分析が損なわれないようにするために、基本

的なフレームの変更は行わず、その後の新産業や

成長産業の出現等の変化に対応した部門の新設・

分割・統合等を行うにとどまった。 

推計結果の公表は、昭和44年７月に行い、利用

方法の高度化等に伴い、基本分類による取引基本

表を初めて発表した。 

また、昭和40年表の公表後、昭和35年表との時

系列比較のため、初めて、接続産業連関表（「昭和

35年（1960年）‐40年（1965年）接続産業連関表」）

を作成・公表した。 

オ 昭和45年（1970年）表 

昭和45年表の場合も、基本的には前回表である

昭和40年表のフレームを踏襲しつつ、その後、国

際標準産業分類の改定（1968年）や68ＳＮＡの提

示があったため、これらに対する部門分類等の取

扱いの面で改善を行った。 

カ 昭和50年（1975年）表 

昭和50年表の大きな特徴は、68ＳＮＡの提唱に

基づき、基本分類に「生産活動主体分類」の機能

を持たせたことである。つまり、基本分類を、①

政府サービス生産者、②対家計民間非営利サービ

ス生産者、③産業の三つに区分し、これに伴い、

特に政府サービス生産者については、従来、生産

活動とはみなされていなかった部分を含めて内生

部門に格付けた。これに合わせて、政府サービス

生産者については、産業連関表独自のものとして、

「公務」及び「非公務」の区分を設け、それぞれ

に対応した取扱いを行うこととした。 

なお、昭和50年表の作成に当たって、新たに大

蔵省（現在の財務省）、文部省（現在の文部科学

省）、厚生省（現在の厚生労働省）及び郵政省（現

在の総務省）の４省が加わり、それまでの７省庁

の共同事業体制から11省庁による体制となった。 

キ 昭和55年（1980）表 

昭和55年表は、前回の昭和50年表と比較して、

国内生産額の増減等に伴う部門の分割等のほかに

は、特に大きな変更はない。 

なお、それまで通商産業省が受け持っていた機

械による集計及び製表の作業を、行政管理庁が行

うこととなった。 
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昭和
30年

昭和
35年

昭和
40年

昭和
45年

昭和
50年

昭和
55年

昭和
60年

平成
２年

平成
７年

平成
12年

平成
17年

平成
23年

平成
27年

1 物量表 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2 屑・副産物発生及び投入表 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

3 雇用表（生産活動部門別従業者内訳表） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

4 雇用マトリックス（生産活動部門別職業別雇用者数表） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5 固定資本マトリックス
○

ｽﾄｯｸ有
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6 産業別商品産出表（Ⅴ表） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

7 自家輸送マトリックス ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

8 商業マージン表 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9 国内貨物運賃表 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

10 輸入表 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（注）「商業マージン表」、「国内貨物運賃表」及び「輸入表」については、平成17年表までは付帯表の一部として位置付けていたが、取引基本

表中の該当する数値を統合中分類ごとに集計したものであることから、平成23年表からは付帯表ではなく、統合中分類表の一部として位置付

けを改めるとともに、公表は、インターネットのみで行うこととしている。

付 帯 表

（注）（注）

ク 昭和60年（1985年）表 

昭和60年表では、昭和55年以降、我が国の産業

構造が急速に変化していること及び日本標準産業

分類が昭和59年１月に全面改定され、昭和60年４

月から施行されたことに伴い、製造業部門を中心

に、表の作成及び利用の両面を考慮して、大幅な

部門分類の変更を行った。 

ケ 平成２年（1990年）表 

平成２年表では、昭和60年表を基本としつつ、

特にサービス部門の分割、部門の新設等を行うと

ともに、サービス業に関する推計基礎資料を充実

させるなど、サービス業部門の推計方法の改善を

図った。 

物品賃貸業については、従来の原則である「使

用者主義」による推計を、全て「所有者主義」に

よる推計に改めるとともに、自家活動部門の見直

しを行った。 

なお、平成元年から導入された消費税の納税額

については、「営業余剰」の範囲に含めた。 

コ 平成７年（1995年）表 

平成７年表では、基本的なフレームは従来の方

針を踏襲しつつ、日本標準産業分類の改定（平成

５年10月）に対応した部門分類の設定を行うとと

もに、平成２年表に引き続きサービス部門の拡充

と推計基礎資料の充実を図った。 

また、93ＳＮＡの趣旨を踏まえた対応として、

次に掲げる事項について対応した。 

① 消費概念について最終消費支出（誰が支払っ

たか）と現実最終消費（誰が便益を享受したか）

の二元化を導入 

② 動植物の育成成長分の取扱いとして１回だけ

産出物を生産する動植物として「肉用牛」、「魚

介類」、「花木」、「軽種馬」を仕掛品在庫として

計上（「育林」については、平成２年表から対応

済み。） 

③ 民間転用可能な固定資本の導入については、

自衛隊の空港、ドック、病院等に加えて事務用

機器も固定資本として計上 

④ 無形固定資産の生産資産への取り込みとして

「鉱物探査」を「その他の対事業所サービス」

部門の固定資本形成として計上するとともに

「受注ソフトウェア」を固定資本形成として計

上 

更に、生産活動主体分類の一つである「政府サ

ービス生産者」の内訳項目として設けていた「非

公務」の区分について、「非公務＝民間」との誤解

が生じ得ることを踏まえ、「準公務」に変更したほ

か、消費税の納税額について「間接税」に含めて

表章する方式に変更した。 

サ 平成12年（2000年）表 

平成12年表では、平成７年表を基本としつつ、

近年の我が国の経済社会構造を反映すべく、再生

資源回収･加工処理や介護など新たな部門分類の設

定を行った。 

また、93ＳＮＡの趣旨を踏まえた対応として、

①全額中間消費扱いしていたソフトウェア・プロ

ダクツ（家計で使用するものを除く。）を固定資本

形成に産出するとともに、②道路、ダム等の社会

資本減耗について推計を行い、一般政府消費支出

に産出することとした。 

表３－７ これまでの付帯表の作成状況 
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なお、平成13年１月の中央省庁再編及び環境省

の共同事業への参加により、10府省庁の共同事業

体制となった。 

シ 平成17年（2005年）表 

平成17年表では、平成12年表と大きな変更はな

いが、日本標準産業分類の改定（平成14年３月）

に対応した部門分類の設定を行うとともに、情報

通信の高度化に伴い、情報通信に関する部門及び

情報関連の製造業に関する部門の再編等を行った。 

ス 平成23年（2011年）表 

平成23年表では、基本的なフレームは従来の方

針を踏襲しつつ、日本標準産業分類の改定（平成

19年11月）に対応した部門分類の設定を行ったほ

か、93ＳＮＡの趣旨を踏まえた対応として、「金融」

の「帰属利子」方式を改め、「ＦＩＳＩＭ（間接的

に計測される金融仲介サービス）」方式を導入する

こととした。 

また、平成17年表までの部門のコード番号につ

いては、基本分類と統合小分類とは相互に整合性

が図られていたが、統合中分類及び統合大分類に

ついては、機械的に連番が付され、基本分類及び

統合小分類との関連は考慮されていなかった。そ

こで、平成23年表において、基本分類から統合大

分類まで、コード番号の対応関係が整合するよう、

全面的に見直した。 

なお、平成23年を対象にして初めて実施された

「経済センサス‐活動調査」を重要な基礎資料と

して利用するなど、推計資料や推計方法等につい

て大きな見直しを行った。 

セ 平成27年（2015年）表 

平成27年表の場合も、基本的には前回表である

平成23年表のフレームを踏襲しつつ、日本標準産

業分類の改定（平成25年10月）に対応するなどの

部門分類の見直しを行った。 

また、2008ＳＮＡを踏まえた主な対応として、

次に掲げる事項について対応した。 

① 研究開発の固定資本としての計上 

② 所有権移転費用の扱いの精緻化 

③ 防衛装備品支出の国内総固定資本形成及び原

材料在庫純増への計上 

④ 建設補修の一部（建築物リフォーム・リニュ

ーアル工事）の国内総固定資本形成への計上 

更に、生産活動主体分類の区分について、2008

ＳＮＡに合わせて従来の政府サービス生産者を

「非市場生産者（一般政府）」、対家計民間非営利

サービス生産者を「非市場生産者（対家計民間非

営利団体）」、産業を「市場生産者」に名称変更し

た。 

       そのほか、平成23年表まで設けていた「調整項」    

部門について、部門自体は削除し、調整項相当額

を各部門の取引額から控除せず、輸出部門に計上

する変更を行った。 

（注） これまでの付帯表の作成状況については表３－７を、

作成体制や部門の取扱いなど作成対象年別の主な相違

点については表３－８を、平成27年表の部門における

平成23年表からの変更点については表３－９を参照さ

れたい。 
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